
１．事務事業の種類

２．事務事業の概要

事務事業評価シート 評価年度 平成29年度 対象事業年度 平成28年度

 所属・
 担当者氏名

保健部　地域包括支援課　支援係　杉村直行
評価責任者
（担当課長）

地域包括支援課長　佐藤博美

 ① 事務事業の名称 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業  ② 整理番号 02220301-003

 ③ 第４次総合計
     画の施策の体
     系

章 心豊かな市民・教育・福祉

節 安心と健康、生きがいのある福祉社会の実現

項 高齢者福祉の充実

号 高齢者の健康で自立した生活づくり

 ④ 関連する個別計画 第6期介護保険事業計画  ⑥ 事務の種類 自治事務

 ⑤ 根拠法令・条例等 介護保険法・大和高田市地域包括支援センター設置規則

　① 目的
  （何のために）

高齢者が、住みなれた地域で安心してその人らしい生活を送るためには、高齢者やその周囲の人
たちが課題に応じた社会資源を活用できるよう、包括的継続的に支援することが必要である。その
ためには、介護支援専門員の相談を受け、ケアマネジメントの指導・支援を行い、包括的継続的ケ
アマネジメントが実践できる環境整備を行う必要がある。

　 ② 対象
  （誰・何を対象として）

・大和高田市の高齢者を担当する介護支援専門員
・大和高田市の社会資源

　 ③ 手段
  （どのようなやり方で）

・介護支援専門員連絡会の開催
・事例検討会の開催
・介護支援専門員の相談・指導・協力
・社会資源の紹介
・市民サポーターの養成

 　④ 成果
  （どのような効果を得ようと
   しているのか）

・処遇困難事例への対応
・介護支援専門員の情報交換・意見交換の場作りによりバーンアウトを予防する。
・関係機関とのネットワーク構築
・介護保健サービス以外のサービス（インフォーマルサービス）の利用調整や発掘・開発を行う。
・適切な制度やサービスの利用調整を行う。

３．投入された年間総事業費及び人件費の推移 ※概算人件費は「人件費計算シート」による (単位：千円,人)

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

 ① 直接事業費 566 1321 684 607 (予算) 2,298

 ② 概算人件費 (1.74) 9,901 (1.17) 7,896 (1.26) 8,567 (1.67) 11,293

 一般職員 (職員数) (1.03) 7,844 (1.04) 7,576 (1.13) 8,247 (1.54) 10,971

 嘱託職員 (職員数) (0.71) 2,057 (0.13) 320 (0.13) 320 (0.13) 322

 臨時職員 (職員数)

 ③ 合　計 (① + ②) 10,467 9,217 9,251 11,900 2,298
 ④ 特定財源
(国･県支出金､市債など) 8,013 7,397 7,447 9,580 1,850

 ⑤ 一般財源 (③ - ④) 2,454 1,820 1,804 2,320 448



① 回 回 回 回

②

① 人 人 人 人

②

①

②

５．項目別評価

■　人件費の重点化■　予算の重点化 □　事業の縮小 □事業の統合 □実施内容の変更 □　その他

７．２次評価

４．評価指標

種類 指　　標　　名 指標の算出方法等
実　　績　　値

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

活動
指標

介護支援専門員連絡会・
事例検討会開催回数 12 12 12 12

成果
指標

参加人数 347 355 476 702

効率
指標

評 価 の 視 点
3段階
評 価

評 価 の 根 拠

　①妥当性
   （目的及び市の関与は妥当ですか）

A

地域包括支援センターが地域包括的ケアの中核を担うものとして設
置されている。本市では、直営でセンターを設置しているが、地域性・
利便性・効率性・公平性の面からも、市直営１か所の設置が妥当であ
る。民間の介護支援専門員が流動的であることからも本事業を保険
者としても行う必要がある。

B

　地域包括ケアシステムの構築に向けて、ますます重要となる事業である。
介護保険制度の中核を担う介護支援専門員からの相談は、制度の変化や処遇困難事例の増加、無縁
高齢者の増加とともにますます増加すると思われる。
個別地域ケア会議をはじめ、各生活圏域ごとに定期的に地域ケア会議を開催し、地域での課題を政策
形成につなげるため、行政内部での情報共有・情報交換を行えるような委員会の開催や専門職・地域組
織等とのネットワークを強化し、市全体としてシステム化していく必要がある。

　②有効性
   （成果は向上していますか、向上して
   いない場合向上のために改善の余地
   はありますか）

A

年々、介護支援専門員から持ち込まれる相談件数が増加している。
相談内容も複雑多岐になってきている。公正中立な立場で相談でき
る場所の有効性は大きいと考えられる。この事業展開には、多方面の
関係者、職種との連携が不可欠であるため、ネットワーク構築のため
の会議や委員会の設置が必要である。

　③効率性
   （コスト･受益者負担は適切ですか、
   不適切な場合改善の余地はありま
　 すか）

A
介護支援専門員連絡会、事例検討会等、介護支援専門員の資質向
上に向けた研修へのニーズは高く、コストは適切である。

Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善内容・改善計画（「Ｂ 見直しのうえ継続」の場合に限る。）

６．今後の方向性 Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善・見直しの内容（「Ｂ 見直しのうえ継続」 の場合に限る。）


